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某国への「懇願」 

 

公益財団法人  国際通貨研究所  

        理事長  渡辺博史 

 

今世紀後半の世界を展望すると、米、中、印をはじめとするいくつかの人口二億人超

国が世界全体の総生産の過半を占めるようになる。彼らを貶める訳ではないが、基礎的

なシステムや制度が脆弱であるにもかかわらず、規模だけが大きな生産が積みあがって

いくことになる。米国には、本来安定的なシステムが存在し、問題対応力も高いが、現

在の大統領のような人物が再度登場して来れば、逆に巨大な不安定要因になりかねない。 

そういう状況を展望すれば、何か不測のことが起こった時に、振幅を小さく留め、い

わば碇＝アンカーとして機能する国の存在が極めて重要となる。多国間の機構が機能し、

その中でこれらの国が活躍するのが最も効果的であるが、米国を筆頭として「多国間主

義」への忌避感が強まっている中では、この考え方は絵に描いた餅にもならない。そこ

で必要なのは、一国主義では自国は、そして世界は、生きていけないという健全かつ正

確な自己認識を持った国々の「任意連合」である（「有志連合」と呼びたいところであ

るが、他の件で現在使われているので、本稿では避けておこう）。 

では、どんな国がメンバーになるのか？ 全くの私見であるが、21 世紀後半の世界

でいえば、先ず日本、ドイツ、フランスである。 

この三者は、現在の世界経済の中で有数の規模を誇り、また開発力、発信力も高い。

制度、システムの整合的な整備に対する関心も強く、その主張に応じて活動を進める実

行力を持つ。また、17 世紀以降のグローバル化に向かう世界の中で、パクス＝ｘｘｘ

ｘという支配的な地位を占めることがなかったという点も共通している。世界が流動的

であり、それが各国間の協議と合意により維持されることが必要であるという認識を実

体験として有しているという立場にある。 

もちろん、連合のメンバーは多いほうが良いという見地からいえば、この三か国にと

どまらずに、次の候補を考えておく必要がある。あえて言えば、英国である。 

英国は長期に渡るパクス＝ブリタニカを経験しているという意味では、他の三国とは

違う。自らの輝かしい頂点から堕ちた国が各時点での正確な自己認識を持たないと、自

らを過大評価することになり、冷静な自己把握が出来なくなる。自国と旧植民地であっ

たコモンウエルス諸国のみで世界経済をリードしていけるという錯覚を持ったとしか
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思えない BREXIT 騒ぎはその一例であろう。また、現米国大統領ほど声高には言わな

いが、英国は永く静かに British First を採り続けて来た。20 世紀後半の世界の紛争

の過半の種を蒔いたのは整合性を無視して自国防衛をひたすら心掛けた英国の外交の

結果であり、1930 年代の対独宥和策も基本的には英国の安全保障に最重点をおき国際

政治全体への配慮に欠けていた。また、今世紀に入っても、勃興する中国の人民元取引

をはじめとするビジネスを自らの市場に囲い込むために、不十分な会計・監査の水準に

未だ留まる中国企業を先進金融市場に誘い、非効率な国際機関設立に賛同し、国際的な

資金移動を歪めている。さらに、50 年間は責任を持つべきである香港の政治体制、法

制度の円滑な維持、移行、発展、安定化にほとんど関心を示さない。 

少し英国の悪口を言い過ぎたかも知れない。それでも、私は安定的な国際システムを

守るアンカー・メンバーには、是非英国に入ってもらいたい。パクス＝ブリタニカの時

代に積み上がった種々の商取引にかかる法制、紛争処理、審決・判決、極めて安定的な

法整備システムなど、英国の貢献する分野は大きい。そして、英語という言語がほぼ間

違いなく国際経済の単一使用言語になって来ている中で、その言語を母国語とする国の

存在は重要である。 

BREXIT、この壮大な負の実験を英国が可能な限り小さい傷で早く乗り切り、アン

カー・メンバーに参加する意欲と体力を速やかに回復されんことを、心から懇願する。 

                           （以上）  
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